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[内容要旨] 
  



特定のカテゴリーの労働者が、その能力などとは無関係な理由で、職に就けないという状況は、

否定し難く存在している。これを特定カテゴリーの労働者に対する雇用差別の問題とみて、それ

に対する政策的対応として、差別禁止法制の枠内で取り扱おうとするアプローチがある。 

  

本調査研究では、日本において、労働市場の需給のマッチングがうまく機能するために、差別

禁止法制はどのようなものであるべきかを模索するために、外国の法制の研究をベースに、日本

法における雇用差別禁止法制のあり方、とりわけ年齢差別禁止法の導入の適否を中心に検討した。 

 

1. 「差別禁止アプローチ」と「労働市場アプローチ」 

  

現在、日本では、伝統的な終身雇用慣行が徐々に崩れ、労働者の転職が一般化する傾向をみ

せるなか、外部労働市場の重要性が高まってきている。今後、労働市場の流動化はますます進

展していくことが予想され、外部労働市場の機能の強化は一層求められるであろう。他方で、

外部労働市場を十全に機能させるためには、労働市場において雇用機会を得ることが困難な労

働者層がいることを考慮に入れて、これらの者にも良好な雇用機会を確保することができるよ

うな政策的対応を行うことも必要となる。こうした政策的対応のモデルとしては、「差別禁止

アプローチ」と「労働市場アプローチ」がある。 

 

2. 政策アプローチとの関連での「高齢者」「女性」「障害者」の属性比較 

  

本研究では、この二つのアプローチを分析の軸として、労働市場における典型的な弱者層と

考えられる女性、障害者、高齢者のカテゴリーに焦点を絞り、日本および外国（アメリカ、イ

ギリス、ドイツ、フランス、イタリア）の法制度において、どのような政策的アプローチがと

られているかについて分析を行っている。 

  

さらに、日本でいま重要な政策課題となっている中高年者の雇用確保問題に取り組むうえで、

年齢差別禁止という「差別禁止アプローチ」がよいのか、それとも雇用政策的な手法を用いた

「労働市場アプローチ」がよいのかという具体的な論点も視野に入れた検討を行っている。た

とえば、「年齢」という属性は、日本で「差別禁止アプローチ」の対象となっている「性」と

いう属性と、主として「労働市場アプローチ」の対象となってきた「障害」という属性と比べ

て、どのような特徴や相違点があるのか、という点について基礎的考察を行っている。 

 

3. 高齢者問題における「年齢差別禁止アプローチ」の親和性 

  

実態としてみると、高齢者は、アメリカでは 40 歳以上の者をターゲットとした「年齢差別

禁止アプローチ」がとられているが、性差別よりも例外が多く、それほど厳格な差別禁止規制

となっていない。欧州では、これまでは「労働市場アプローチ」がとられてきており、年齢差

別禁止立法はほとんどみられなかった。今後、EC 指令により、若年者差別も含めた包括的な

年齢差別禁止立法の制定が求められるようになるが、そこで厳格な「差別禁止アプローチ」が

とられるという可能性は小さい。 



 

高齢者は、特に年齢が高くなるほど、能力の個人差が大きくなるといわれており、障害者の

場合と同様、個別的なニーズに対応した配慮がなされなければ雇用の促進につながらない可能

性がある。また、高齢者は、誰との比較で差別となるのかという点が明確でないので、「差別

禁止アプローチ」がそもそも機能しにくいという面もある。他方、年齢に応じた差別取扱いは

雇用慣行としてビルトインされていて、エイジフリーな処遇を求めることは経済的合理性に反

することになる可能性もある。このことは、高齢者に対しては、「差別禁止アプローチ」の形

式をとっても、実質的には「労働市場アプローチ」をとりいれることが適切になると示唆して

いる。 

  

 


